
参考様式第２９及び参考様式第３２の別添３

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

★ Ｄ 17 - 8 - 12

：

【事業概要及び東日本大震災の被害との関係】

【基幹事業との関連性】

【当面の事業概要】

【事業期間】

・平成30年12月～平成31年3月 ※事業期間の変更なし

【事業位置図】※関連する基幹事業:D-17-6、-11

【参考】

※ この様式は、原則として、参考様式第２９及び参考様式第３２の別添２に記載した細要素事業ごとに作成してください。

※ 「全体事業費」は、細要素事業（当該細要素事業と一体不可分な事業を含む。）について、全体事業期間を通じての全ての事業費を記載して下さい。

※ 細要素事業の概要を示す図面を添付して下さい。

今 回 提 出 額

要綱上の事業名称 復興地域づくり加速化事業

細要素事業名

8,387 （千円） （前回提出時

山田地区都市再生区画整理隣接地消防水利施設（防火水槽）整備事業

887千円
7,500千円 平成30年度事業費 H30.9.13

区　　分

　本事業は、復興事業により整備された宅地における給水停止時の消防水利を確保す
るものであり、区画整理事業地内における防災機能を強化するものである。

8,387千円

全体事業費

合 計 8,387千円

提 出 済 額
平成30年度事業費（増額分）

7,500千円 の増）

事業番号

事業費 内　　訳 回答日

887千円

備　考

　東北地方太平洋沖地震・大津波により甚大な被害を受けた山田地区では、防災集団
移転促進事業、土地区画整理事業及び災害復興公営住宅整備事業により宅地と住まい
の整備を行っている。この中で、区画整理事業による嵩上げ地においては、面整備と
一体的に消防水利施設（消火栓、防火水槽）の整備を行っているが、同地区八幡町区
域は民間宅地が大部分を占めているため防火水槽を設置することができず、給水が停
止した際の消防水利の確保において大きな空白域が生じている。
　このことから本事業では、山田地区の区画整理事業隣接地に防火水槽１基を整備す
ることで、同地区における防災機能を強化するものである。（本件は、平成30年8月17
日付で使途内訳変更協議がなされたものであるが、詳細設計により追加の所要額が必
要となったもの。）

事業年度 事業内容

事業費合計

事業費

8,387千円
平成30年度 本工事費

防火水槽整備箇所

山田地区

既存防火水槽


